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はじめに 

１．宅地防災対策の取組 

○ 盛土造成地における宅地防災については、「総合的な宅地防災対策

検討会報告（平成 18 年１月）」を踏まえ、宅地造成等規制法の改正

や宅地耐震化推進事業の創設等が行われた。その後、東日本大震

災（H23）、熊本地震（H28）等では盛土造成地で宅地被害が多数発

生 し、復 旧 ・再 度 災 害 防 止 等 の観 点 から、大 規 模 盛 土 造 成 地 滑 動

崩 落防 止 事 業等が活 用された。また、当 該報 告に盛り込 まれた、大

規模盛土造成地マップについても、各地方公共団体が主体となって

作成が進められた。 

○ 北海道胆振東部地震（H30）等を契機に行われた「重要インフラの緊

急点検（H30）」では、全国の地方公共 団体を対象に大 規 模盛土造

成地 マップの作成・公表 状 況等 を点検 し、点 検結 果をふまえ、令 和

元年度中に国が全国の区域を対象に大規模盛土造成地マップを作

成・公表するなど変動予測調査や予防対策を加速することとした。 

 

２．検討会の設置 

○ こうした経緯を踏まえ、今後の宅地防災対策を推進するために「令和

元年度大規模盛土造成地防災対策検討会」を開催した。本検討会

では、令和元年６月の初会合以降、数次にわたり議論を重ね、既往

の復旧対策・事前対策事例等をふまえて、大規模盛土造成地マップ

が公表された後の事前対策（安全性把握のための調査、対策工事等）

をどのように推進するかを中心に検討を行ってきたところである。 

○ 本報告は、これまでの対策を振り返り、課題や現状をふまえ、後述す

る５つの観点から、今後取り組むべき新たな方向性を打ち出したもの

である。本報告をもとに、今後の制度改正、必要な予算、事業の運用

などに向けて検討していくことを希望する。 

 

令和２年 ３月 

令和元年度大規模盛土造成地防災対策検討会 
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１． 大規模盛土造成地の事前対策の意義の再整理 

 

 東日本大震災（H23）、熊本地震（H28）、北海道胆振東部地震（H30）

等の地震により、以下のとおり、盛土造成地において滑動崩落等の宅地

被害が多数発生した。 

・東日本大震災では、岩手県・宮城県 ・福島県・茨城県・栃木県・千葉

県・埼玉県で宅地被害が発生し、特に、仙台市では約 5,000 件の宅地

被害が発生。 

・熊本地震では、熊本県内で約 15,000 件の宅地被害が発生し、小規模

な宅地擁壁の被害が数多く発生。 

・北海道胆振東部地震では、札幌市里塚地区など４市町で局所的に甚

大な宅地被害が発生。 

こうした宅地被害の発生に対し、早期の生活再建支援及び再度災害

防止のため、地方公共団体が主体となって、復旧対策を行ってきたとこ

ろである。 

今後の大規模 地震 の発生に備え、復旧対策のみならず事前対策に

ついても実施する必要があるが、これまでに事前対策工事を実施した事

例は少なく、大規模盛土造成地滑動崩落防止事業の活用実績は兵庫

県西宮市と大阪府岬町における２件のみとなっている。 

一方で、事前対策の一環として、現在、全国で大規模盛土造成地マ

ップの作成・公表に向け取組が進んでいるところである。今後、マップの

活用や、第二次スクリーニング計画の作成、第二次スクリーニングの実施

等を進めるにあたり、大規模盛土造成地の事前対策の意義について再

確認しておくことが重要である。 

検討会では、これまでの復旧対策・事前対策の工事の実施事例やマ

ップ作成・安全性把握のための調査等の取組をレビューした結果をふま

え、大きく以下の２点を中心に、大規模盛土造成地の事前対策は意義

があるものと再整理した。 

① 事前対策工事の実施による災害発生時の被害の防止・軽減及び復

旧コストの低減 
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平成 18 年の宅地造成等規制法の改正時に、過去の災害で大規模

な盛 土 造成 地において滑動 崩落 現 象 が見られたことをふまえ、大 規 模

盛土造成地（①盛土の面積が 3,000 ㎡以上、②盛土をする前の地盤面

の水平面に対する角度が 20 度以上で、かつ盛土の高さが 5m 以上）を

対象に事前対策に取り組むこととされたところである。 

このような大規模盛土造成地の被害では、人的被害や財産被害、生

活再建の遅れ、公共施設の機能喪失等が生じるとともに、復旧対策には

多額の費用と労力を要している。平成 7 年兵庫県南部地震（阪神・淡路

大震災）では、兵庫県西宮市仁川百合野町地区において、滑動崩落に

より家屋 11 戸が被害を受け、34 名の人命が失われた。また、東日本大

震災・熊本地震・北海道胆振東部地震による大規模盛土造成地の復旧

事業費は総額で約 1,000 億円（１地区あたりの平均事業費は約４億円）、

復旧期間には３～５年を要しているところである。 

大規模盛土造成地の事前対策工事の実施の意義については、第一

に人的被害を防止し、また、宅地や家屋、周辺公共施設（避難路等）等

の被害を防止・軽減することにより、被災後の早期復旧を可能とするとと

もに、復旧にかかるコストを低減することができる、という点にあると整理で

きる＊。 

 

② 大規模盛土造成地マップや安全性把握のための調査に基づく適切

な情報提供 

事前の対策工事は、被害発生の予見性が高い箇所において実施す

ることが前提となるが、大規模盛土造成地マップに掲載された全ての箇

所が必ずしもこれに該当するわけではない。例えば、熊本地震における

熊本市の事例では、市内の大規模盛土造成地 100 箇所のうち、実際に

被害が発生したのは９箇所となっている。 

こうした実態をふまえると、事前対策工事の実施のみならず、それに至

るまでの安全性の確認である、大規模盛土造成地マップの作成や安全

性の把握のための調査について、これらの過程で得られた情報を適切に

住民等に提供することも、事前対策としての意義と整理できる。具体的に
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は、安全性が確認された場合には住民の安心を確保することができる、

安全性が未確認の場合や安全性の不足が確認された場合には調査や

対策工事の実施につなげるとともに、宅地所有者等による日常的な盛土

の変状の監視や擁壁の点検、簡易な地盤調査の実施等を促進すること

ができる。さらに、こうした情報を広く知らせることで居住地選択の参考に

することができるなど、情報提供により宅地所有者等の自主的な取組を

促すことができる点があげられる。 

 

こうした意 義を踏まえ、大規 模盛 土造 成地の事 前対 策 を推進すべき

である。 
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＊事前対策の効果について（試算） 

○事前対策の効果について、以下の２つの方法で試算を実施。 

１．事前対策事例における事業費と被害額（想定）の比較 

【事例１（兵庫県西宮市）】 

・市では平成 29～30 年度に大規模盛土造成地の事前対策を１箇所

実施し、事業費は約 1.9 億円。 

・このケースでは、大 地 震 時 に宅 地 の滑 動 崩 落 により人 家 や避 難 路

（市道）が被災する恐れがあり、被害想定額は約 8.8 億円※。 

※宅地被害額：約 6.1 億円、復旧対策費約 2.7 億円 

・宅地被害額は家屋・家庭用品、道路の被害 額の合計。「急傾斜 地 崩壊対

策事業の費用便益分析マニュアル（案）」（H11.8 建設省砂防部）を参考に

算出。 

・復旧対策費は過去の復旧実績を参考に算出。 

・国による試算。 

【事例２（大阪府岬町）】 

・町では平成 28 年度に大規模盛土造成地の事前対策を１箇所実施

し、事業費は約 0.4 億円。 

・このケースでは、大地震時に宅地の滑動崩落により人家や府道が被

災する恐れがあり、被害想定額は約 7.0 億円※。 

※宅地被害額：約 6.1 億円、復旧対策費約 0.9 億円 

・宅地被害額は家屋・家庭用品、道路の被害 額の合計。「急傾斜 地 崩壊対

策事業の費用便益分析マニュアル（案）」（H11.8 建設省砂防部）を参考に

算出。 

・復旧対策費は過去の復旧実績を参考に算出。 

・国による試算。 

⇒以上の結果から、事例１（兵庫県西宮市）では約 1.9 億円の事前対

策により、4.7 倍の約９億円の被害を防止、事例２（大阪府岬町）では

約 0.4 億円の事前対策により、17.5 倍の約 7.0 億円の被害を防止し

ていることから、事 例 によって幅 はあるが、事 前 対 策 の実 施 地 区 で

は、概ね 10 倍程度の費用対効果があると試算。 
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２．復旧対策事例における復旧費と事前対策費（想定）の比較 

 

【１．事後の復旧費（熊本市実績より）】  

・熊本地震により、熊本市内の大規模盛土造成地 100 箇所のうち９箇

所で被害が発生。９箇所の復旧事業費の合計は約 21.4 億円。 

・さらに、復旧に必要な主な公共経費※が約 5.1 億円。 

※避難所設営費 約６００万円、応急修理費 0.8 億、仮設住宅費 0.3 億、被

災者生活再建支援金 1.9 億円、上下水・道路復旧費 1.8 億円 

・以上から、復旧費は 9 箇所で計約 26.5 億円（１箇所あたり平均

約 3.0 億円）。 

 

【２．事前の対策費】  

○上記の９箇所の事前対策事業費※（想定）の合計は約１７億円。 

※復旧事業費 21.4 億からのコスト縮減額：4.4 億 （個別擁壁の復旧 3.3

億、排水施設費 1.1 億円）   

○また、９箇所の事前調査費※（想定）の合計は約 0.9 億円。 

※第二次スクリーニング：１箇所あたり 0.1 億円   

○以上から、９箇所の事前対策費（想定）の合計は約 17.9 億円（１箇

所あたり平均約 2.0 億円）  

 

⇒以上の結果から、事前対策を行っていれば約３割の事業費削減（約

3.0 億円→約 2.0 億円）が可能であると試算。 
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２． 大規模盛土造成地マップの公表と活用の推進 

 

重要インフラの緊急点検（平成 30 年 12 月）において、平成 30 年北

海道胆振東部地震を踏まえ、全国の地方公共団体を対象に宅地の滑

動崩落等のソフト対策に関する点検を行った結果、大規模盛土造成地

マップの作成・公表率が約７割（平成 30 年 12 月時点）だったことをふま

え、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成 30 年 12

月 14 日閣議決定、以下「３か年緊急対策」）」では、2019 年度までに全

国の大規模盛土造成地マップの作成・公表率 100％を達成することが達

成目標として位置付けられた。 

令和元年９月時点の大規模盛土造成地マップの公表率は 76.2％で

あり、マップ未作成の約 400 市区町村については国直轄及び地方公共

団体で作成を進めていることから、令和元年度末には、全国の大規模盛

土造成地マップの作成・公表率が 100％になることが見込まれる。こうした

状況をふまえ、今後の大規模盛土造成地マップの公表と活用の推進に

ついて、以下のとおり提言する。 

 

○ 大規模盛土造成地マップの趣旨 

大規模盛土造成地マップは、これまでの大規模地震発生時において

滑動崩落等の被害が発生した盛土造成地の実態を踏まえて、安全性を

確認すべき大規模盛土造成地を示したものであって、直ちに危険性のあ

る盛土造成地を示したものではない。今後、官民の双方において大規模

盛土造成地の防災対策を進めていく上での出発点として、広く情報を共

有するために作成・公表するものである。 

なお、今 後事 前 対 策の段 階が進み、安全 性 把握のための調査 結 果

等が明らかになってくることになるが、これらをふまえ、仮に現在の大規模

盛土造成地マップにおける情報以上の内容を含む場合（例えば、安全

性が不足する箇所をマップに明示する場合等）が生じた際には、前述の

マップの趣旨についても見直す必要があることに留意する必要がある。 
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○ マップ公表の際の留意点の明確化 

大規模盛土造成地マップの公表にあたっては、上記のマップの趣旨

をふまえ、直 ちに危 険性のある盛 土 造 成地 を示したものではなく、今 後

安全性を確認していくものであることを十分に説明し、過度の不安や誤

解を与えないよう配慮して公表する必要がある。また、大規模盛土造成

地の抽出にあたっては、地 形の改 変 を把 握するため可能 な限り年 代が

古い地形図等の資料を用いることが基本であるが、使用した地形図の年

代等の抽出条件を明示することで、抽出されていない盛土が存在する可

能性など、マップの精確性も含めた形で公表する必要がある。これらに加

えて、今後の地 盤 調査等の実 施に関 する情報などをあわせて公 開して

いくことが望ましい。 

国においては、こうしたマップ公表の際の留意点を明確化し、留意点

をふまえた公表のイメージ（注釈の記載方法等）＊を地方公共団体に対

して周知する必要がある。 

＊留意点を踏まえた公表のイメージ 

 

○ マップの継続的な更新 

大規模盛土造成地マップを公表済みの地方公共団体において、マッ

プにおける大規模盛土造成地の見落とし等が被災後に明らかになる、あ

るいは報道等により指摘されるといったケースがあり、マップの精確性に
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ついても社会的な関心が高まっている。大規模盛土造成地マップは、継

続的な更 新により精確性の維持・向上 が求められるものであり、具体的

には以下のような場合には、更新を検討することが必要である。 

・従 来よりも年 代が古い地 形図 や精確 な地形 図が活 用可 能となった場

合 

・現地踏査の結果、より精確な情報が得られた場合 

・新たな造成行為が行われた場合 

また、マップ公表済みの地方公共団体においては、マップ作成・公表

時の経緯を確 認して、第一次スクリーニングで抽出 されたものの公表の

対象から外している大規模盛土造成地がある場合については、マップの

更新あるいは注釈の追記等により住民等の誤解が生じないようにするこ

とが必要である。 

 

○ マップの周知・普及 

大規模盛土造成地マップは、公表するだけでなく、住民等に対して大

規模盛土造成地マップの意義や記載されている情報の説明を繰り返し

周知・普 及することが必要である。周知 ・普及についての基 本的な考え

方として、①ホームページへの掲載にとどまることなく、住民等の目に触

れる機会を増やす②住民等による宅地擁壁の変状の確認など定期的な

観測につなげる③一過性に終わらせない継続した周知・普及を行うこと

があげられる。 

マップの周知について、現状は、ホームページへの掲載や窓口での閲

覧のみとしているケース、パンフレットを作成して配布しているケースなど

の取組が実施されているが、地方公共団体においては、それにとどまるこ

となく、宅地所有者や民間事業者等に日々の点検や業務において活用

されるように効果的な周知を行うほか、広く一般向けに盛土造成地防災

対策に関する広報活動などの普及啓発を実施することが望ましい。国に

おいては、こうしたマップの周知・普及が実施されるよう、地方公共団体

に対して、具体的な方法や事例＊を周知する必要がある。 
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＊マップの周知・普及の方法（例） 

・大規模盛土造成地マップを広報紙に掲載し、戸別に配布する。 

・学校等において大規模盛土造成地マップを利用した防災教育を実

施する。 

・役所の掲示板等に掲示し、住民等の目に触れるようにする。 

・各地方公共団体・町内会等の防災講習会等の資料として活用する。 

・各地方公共団体で大規模盛土造成地マップを用いた宅地相談会を

開催する。 

・各地方公共団体ホームページへのアクセス数を定期的に確認し、掲

載方法の改善を図る。 

 

＊マップの周知・普及の事例 
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３． 大規模盛土造成地の安全性の把握・対策工事の計画的な推進 

 

地方公共団体においては、大規模盛土造成地マップの公表後、第二

次スクリーニング計画を策定し、計画に基づき第二次スクリーニングを実

施することで、盛土造成地の安全性把握を進めていく必要がある。第二

次スクリーニング計画の作成は、①造成年代調査、②現地踏査、③優先

度評価の３つの段階により実施されるが、①造成年代調査については、

令和元年９月時点で約 24.6％の市町村が実施済み、令和２年度末では

100％実施される見込みとなった。これについては、３か年緊急対策にお

いて令和２年度中に 100％実施することを目標として掲げ、予算面でも時

限的な補助率引き上げにより支援しているところである。 

これらより、今後は②現地踏査及び③優先度評価を進めていく段階に

入ったことになるが、第二次スクリーニング計画策定の着手率が令和元

年９月時点で約 32％が着手済み（うち完了が約 16％）、令和２年度末で

は約 51％が着手予定となっており、約半数の地方公共団体においては

着手見込みが立っていない状況となっている。こうした状況をふまえ、今

後の大規模盛土造成地の安全性の把握・対策工事の計画的な推進に

向け、以下のとおり提言する。 

 

○新たな目標値の設定 

大 規模 盛 土 造成 地 の安 全性の把 握については、地 盤 調 査 等による

第二次スクリーニングを実施しなければ安全性の最終的な判断ができな

い。把握された大規模盛土造成地について、計画的に安全性把握を進

めていくことが、住民の安心を確保していくために必要である。これまでマ

ップの公表に関しては、国が目標値を定めてその推進を図ってきたことと

同様に、その後の安全性の把握に関しても新たな目標値を国が設定し、

その推進を図っていくことが有効と考えられる。 

その場合、全国には約３万５千箇所（令和元年 11 月末時点で把握し

ているもの）以上の大規模盛土造成地があることから、これらの安全性の

確認の推進にあたっては、地域の実情を踏まえつつ取り組むことを基本
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としつつも、早急に安全性の確認が必要なものの判断などの対応の方向

性について国が具体的な取組方向を示しながら、目標値を設定すること

が重要である。この場合、年度毎のフォローアップが可能なように、短期

的・中期 的にステップを踏 んだ設 定 を行う必 要がある。具 体的には、安

全性確認の手順に沿って以下の目標値の設定が適当であると考えられ

る。 

・短期的 な目標値としては、早急に地 盤 調査を実施 すべき盛土を把 握

することが重要であることから、令和４年度までに第二次スクリーニング

計画を作成する。この際、大規模盛土造成地の数が多い地方公共団

体で、居住誘導区 域を設定している場合には、期間内の計画策定対

象を居住誘導区域内とすることも考えられる。あわせて、第二次スクリー

ニングを確実に実施するために、令和４年度までに第二次スクリーニン

グの中期事業計画を作成する。 

・中期的な目標値としては、早急に安全性を確認すべき大規模盛土造

成地、具体的には、宅地擁壁、路面等において面的なひび割れなどの

変状が見られるなど宅地の滑動崩落が疑われるものや、排水状況から

地下水位が高い等のものについて地盤調査等による第二次スクリーニ

ングを計画的に実施していくことが考えられる。現在の政府目標におい

て造成年代調査が令和２年度末に完了とされていることから、その後５

年間（令和７年度まで）を目途に、第二次スクリーニングを進捗していく

ための目標の設定 が望ましいと考えられるが、具体 的な数 値について

は、県や市町村の状況を聞きながら早急に設定を行う必要がある。 

また、これら実施する取組の進捗管理については、都道府県が情報を

集約し取組状況を公表するとともに、技術的な支援も含め市町村が事業

計画の目標を達成できるよう取り組んでいくこととすべきである。 
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＊新たな目標値の設定（ロードマップ） 

 

 

○行政が積極的に関わっていくエリアの明確化 

昨今の頻発する災害等を受けて、まちづくりと防災対策との連携が求

められている。コンパクトシティ形成に取り組んでいる市町村は、都市再

生特別措置法に基づく立地適正化計画を策定もしくは現在策定中であ

り、当該計画において、居住誘 導区域 を指定するなど居住 の誘導を位

置づけているものも多い。一方、全国に多数存在する大規模盛土造成

地には既に多くの住宅が立地しており、居住誘導区域として指定される

ものも相当数に上ることが想定される。 

これらを踏まえ、立地適正化の観点から、居住誘導区域内における大

規模盛土造成地については優先的に安全性の把握の調査と対策工事

を進める必要がある。 

その場合、立地適正化計画の中において、宅地の安全確保に取り組

むことを位置づけて取り組んでいくべきである。具体的には、立地適正化

計画において、 

・居 住誘 導 区 域内 の大規 模 盛 土造 成 地については、早 急に安 全 性の

確認が必要であること。 
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・大規模盛土造成地の分布状況を整理した上で、短期的な目標のなか

で第二次スクリーニング計画の作成について取り組み、中期的な目標

の中で第二次スクリーニングを実施すること。 

・第二次スクリーニングにより危険性のあることが判明した大規模盛土造

成地については、居住誘導区域が将来に向けて居住を誘導すべき区

域であることを踏まえ、地方公共団体が主体的に安全性確保に向けた

対策工事に取り組んでいくこと。 

・第二次スクリーニング結果や対策工事の計画は、居住を誘導するうえ

で重要な情報であるため、速やかに公表すること。 

などについて位置づけていくことが考えられる。 

国は、こうした位置づけを促進するため、立地適正化計画に宅地の安

全確保施策を位置づけることの重要性など基本的な考え方を市町村に

対して具体的に示す必要がある。 

 

○地方公共団体の負担軽減 

大規模盛土造成地マップを作成済みの 586 市区町村のうち、第二次

スクリーニングに着手しているのは約４％（令和元年９月時点）となってお

り、令和２年度末での着手済が約５％（見込み）にとどまるなど、殆どの地

方公共団体において取り組みが進んでいない状況である。その理由に

ついてヒアリングを行った結果からは、予算等の課題があるということが明

らかになっている。 

今後、市町村に第二次スクリーニングに向けた取組を求めていくにあ

たり、これまでに講じてきた国費率の嵩上げ措置の一層の活用や、コスト

削減につながる新たな技術や工法の情報収集等、継続的に地方公共

団体の負担軽減を検討していくことが必要である。 

 

○宅地造成等規制法の権限移譲の推進 

対策事業の前提となる、宅地造成等規制法の勧告や区域指定等の

権限は、現状都道府県知事等（政令市・中核市・特例市含む）が有して

おり、これ以外の市町村については、地方自治法に基づく権限の移譲が
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なされた場合のみ権限を有している（令和元年４月時点で 75 市区町村

が宅地造成工事許可等の事務を実施）。居住誘導区域など市町村の

政策的位置づけに基づく事業の実施の円滑化を図るためには、事業実

施の前提となる宅地所有者等への勧告や造成宅地防災区域の指定の

主体と、対策事業の実施主体は、同一であることが望ましいため、対策

事業の実施主体である市町村への宅地造成等規制法の権限移譲の円

滑化を進めるべきである。 
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４． 安全性把握を効果的に進めていくための方策 

 

第 二次 スクリーニング計画 の作 成に関 する課 題について、地 方公 共

団体への調査によると、「計画作成方法についての理解が不足している」、

「予算・体 制上の課 題がある」、「大規 模 盛土造 成地の数が多く対応に

苦慮している」、といった回答があげられている。また、第二次スクリーニン

グへの着手を躊躇 させる要因として、盛土数の多い地方公共団体では

全ての盛土について安全性の把握を行わなければならないことが大きな

負担となることや、住民の合意を得ることへの懸念等が挙げられている。 

また、第二次スクリーニングを実施した事例をみると、全ての盛土につ

いて調査を行う場合もあれば、優先度が高い箇所に絞って調査すること

により他の盛土も含めて安全性を把握したこととしている場合もあるなど、

実施方法にばらつきがある状況である。 

こうした状況をふまえ、安全性把握を効率的かつ適切に進めていくた

めの方策について、以下のとおり提言する。 

 

○第二次スクリーニングにおける経過観察等新たな考え方の提示 

第二次スクリーニングの実施に当たっては、第一次スクリーニングで抽

出された大 規模盛 土造成地について現地踏査 を実施し、第二次スクリ

ーニング実施の優先順位を定めた計画を策定し、順次実施することが基

本となる。盛土の数が多い地方公共団体における大規模盛土造成地の

安全性の確認の円滑な実施に向け、合理的な範囲で当面の第二次スク

リーニング実施の負担軽減に向けた方策を提示する必要がある。具体的

には、以下の方策が適当であると考えられる。 

・第一次スクリーニングで抽出された盛土については、まずは速やかに現

地踏査を実施する。この際、盛土上や盛土周辺の影響範囲に保全す

べき対象が存在しない場合には、当面現地踏査を行わないことも考えら

れる。 

・現地踏査を実施後、変状の有無や造成年代等をもとに第二次スクリー

ニング実施の優先度の高いものを選定することとなるが、地方公共団体
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によっては大規模盛土造成地の数が多く、優先度が高いものが相当数

に上る場合も想定される。その場合には、滑動崩落を示唆する変状の

有無や、簡易な地盤調査の実施による地盤の状況確認などによって優

先度を精査し、早急に第二次スクリーニングを実施するものと、当面変

状などの経過観察を行うものに区分することが考えられる。国は、早期

に第二次スクリーニングを実施すべき盛 土の考え方について整理して

周知することが必要である。 

・経過観察の着目点としては、変状の進行、新たな湧水の確認などが考

えられ、それら変状等の観察が適切に行われるよう実施することが必要

である。また、経過観察において異状が認められた場合には、あらため

て第二次スクリーニングの実施を検討する。 

 

＜早急に調査すべき盛土の考え方（例）＞ 

①滑動崩落を示唆する変状（一定の連続性を有し、点在する変状をつ

なぐと滑動ブロックが想定されるもの）が認められる場合 

②簡易地盤調査の実施結果から、地下水位が高く、かつ盛土が脆弱

な箇所 等 

       

連続性を有する変状のイメージ 

 

○調査で明らかになった事項についての情報提供 

昨 今、頻発 する自 然 災害 の発 生 を受 けて、リスク情報 の周 知が一層

求められるようになっているが、大規模盛土造成地マップの公表につい
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ては、これまで、窓口での問い合わせ対応などによって実施されているな

ど、広く情報提供する形での公表を躊躇する地方公共団体があった。今

後、第二次スクリーニング計画の作成や、第二次スクリーニングが進むこ

とにより、大規模盛土造成地の安全性に関する情報が地方公共団体に

蓄積されていくこととなるが、こうした情報や今後の取組予定などについ

て積極的に公開していくことで、住民の不安感の軽減とともに自らによる

取組（自主的な点検や監視、簡易な地盤調査等）の促進が期待される。

具体的には、地方公共団体が第二次スクリーニングを実施し、既に安全

性を確認した盛土や、現地踏査の結果変状がなく経過観測を行ってい

く盛土を、大規模盛土造成地マップに示すといった情報提 供の方法が

考えられる。また、調査の結果、安全性の不足が判明した箇所について

は、速やかに宅地所有者等に通知し必要な対策の実施につなげていく

ことが求められる。さらに、こうした情報は居住地選択や建築行為等を行

うの際の参考とされるべきものであることから、宅地所有者等に限らず情

報提供の範囲を広げることが望ましい。  

 

○合意形成の円滑化・事例の周知 

大規模盛土造成地の安全確保に向けた事業の実施については、滑

動崩落対策として実施する場合には、一宅地では対策が難しく、個人資

産である宅地への影響もあり、基本的には土地所有者等権利者全員の

合意を要するのが実態である。権利者に対して事業費用の負担を求め

る場合には合意形成の難易度が上がり、それが事業の実施の可否に直

接つながることとなる。 

合意形成の円滑化を図るため、既往の事例における合意形成に関す

る工夫を周知することや、地方公共団体による住民向けの勉強会などの

合意形成を図るための取り組みを支援することが考えられる。さらに、今

後、全国で取り組まれることとなる盛土造成地の安全を確保するための

事業実施における対応事例を収集・分析することなどにより、事業実施

の円滑化に向けた検討をさらに進めていくことが必要と考えられる。 
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５．民間と連携した宅地の安全確保の取り組みの推進 

 

全国には多数の大規模盛土造成地が存在し、地方公共団体が安全

性の把握 を順次 進 めているが、調 査には一定の期 間を要 するほか、盛

土の数が多い地方公共団体においては、優先度が低い箇所は当面経

過観察となり、調査 が実施されない場 合も想定 される。一 方で、地盤に

関する既存の民間専門家組織（公益社団法人全国宅地擁壁技術協会、

地盤品質判定士会等）においては、個別に宅地相談等の取組を実施し

ているところである。また、一部市町村には宅地防災に知見を有する者

がいない実情がある。こうした状況をふまえ、民間の専門家や有識者と連

携した宅地の安全確保の取り組みの推進に向け、以下のとおり提言する。 

 

○民間の専門家等や住民と連携した安全性把握の推進 

大規模盛土造成地でひとたび滑動崩落が発生すると、個々の宅地の

みならず、隣接する宅地や公共施設を含めたコミュニティ全体に被害が

およぶことから、地 域の住民等と地方 公共団 体が共同して滑動 崩落 対

策に取り組む必要がある。行政だけが安全性の把握を行うのではなく、

地域全体の防災意識の向上を図るために、住民参加による継続的な安

全性の把握が行われるよう、以下の仕組みを構築する必要がある。 

① 点検・監視体制 

一般的に、宅地は所有者に保全義務があるため、その安全確保に

ついては所有者による対応が基本であるが、個人のみでは宅地防災

の知識が不足している等により実施が十分になされないため、地方公

共団体は、住民が定期的に「防災安全パトロール」等の点検を実施す

る体制整備の構築を働きかけていくことが必要である。パトロールを実

施することで、地域全体の防災意識が向上され、普段から大規模盛土

造成地の変状に気付く機会の増加が期待される。パトロールの実施に

あたっては、民間の宅地地盤や宅地擁壁の専門家等との連携した取

組が考えられる。 

② 相談体制 
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大規模盛土造成地に変状があった場合、住民だけでは危険性を判

断することは難しく、また、個人の所有の宅地について行政として危険

性を判断することも難しい。そのため、地方公共団体が民間の宅地地

盤や宅地擁壁の専門家等と連携し、宅地の安全性に関する「相談窓

口」の設置を進めていくことが必要である。 

 

国は地方公共団体や民間専門家組織の協力のもと、モデル的な取り

組みを進め、民間の主体的な取り組みが全国で実施されるよう取り組ん

でいくことが必要である。  
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更なる検討課題 

 

大規模盛土造成地の防災対策については、現状と課題を踏まえ、上

記の取組を実施していくことが適当であるが、その推進にあたっては以下

のような課題があり、今後も引き続き、制度の見直し等も含め検討してい

くことが必要である。 

 

○安全性の確保の進捗状況を踏まえた対応等の検討 

地方公共団体が行う大規模盛土造成地の安全性の把握は、宅地造

成等規制法に基づき、安全性の確保が必要な宅地について、その所有

者等に対し勧告や造成宅地防災区域の指定を行うために実施している

ものであり、国は宅地耐震化推進事業で調査検討費用の一部を補助し、

実施を促している。また、対策工事については、民間主体では実施体制

の構築が難しいことや工事対象施設をどのように維持管理していくか等

の課題もあることから、一宅地で対策ができるものではなく、公共施設等

への影響もあるなど、その公共性・緊急性を踏まえ、地方公共団体が実

施する場合には、宅地耐震化推進事業で対策費用の一部を補助し、そ

の円滑な実施を促してきた。近年、さらに優先的に安全確保を実施すべ

き大規模盛土造成地の対策工事については、地方公共団体が主体的

に取組を進めていくための支援制度の拡充を実施してきている。 

政府の目標である３か年緊急対策により、マップの公表は令和元年度、

造成年代調査は令和２年度までに実施が見込まれているが、安全性の

把握や対策工事にはさらなる調査のための予算や人員が必要であり、地

方公共団体に応じて進捗にばらつきが出てくることが想定される。今後の

進捗によっては、調査や対策工事の実施を地方公共団体に義務付ける

こと等さらなる対応のあり方について検討していくことが必要と考えられる。 

 

○関係業界との連携による対策の推進 

大規模盛土造成地の防災対策に関係する業界は幅広く、調査や対

策工事には調査・測量業や建設業等が宅地取引については不動産業
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等が関係するほか、宅地被害が発生した場合には保険業等が関係する

場合がある。 

例えば、第二次スクリーニングで必要となる地盤調査（ボーリング調査

等）は一般的に高額となるが、既存の地盤データを活用できれば費用を

削減できる。例えば、国土地盤情報検索サイト（KuniJiban）では、公共ボ

ーリングによる地盤データを公開しているが、民間が所有する地盤データ

の公開の取組も始まっている。このように、民間が所有する地盤データに

ついても地方公共団体が活用できる仕組みがあれば、第二次スクリーニ

ングの実施を効率化できると考えられる。 

また、宅地の取引や賃貸借を行う際にどのような情報提供が行われる

かや、災害復旧の際に、個々の住宅の宅地被害の復旧に関連して保険

適用により宅地被害の復旧費用をどの程度補填できるかなどは、住民や

事業者にとって重要な事項である。 

今後、これら関係 業 界との連携により、大規模 盛土 造成地 の防災対

策に資する多様な取組が実施されるような環境整備に向け検討していく

ことが必要と考えられる。 

 

○激甚化する水災害をふまえた対応方策 

近年台風 等による水災害が相次いでいるところであるが、これに伴っ

た盛土造成地における崩落等の宅地被害の発生が散見されている（平

成 29 年台風 21 号、令和元年台風 19 号等）。また、宅地の浸水被害へ

の対策として、盛土造成による嵩上げといった手法もとられるようになって

いるところである。 

本検討会では主に大規模地震による滑動崩落対策を中心に大規模

盛土造成地の防災対策を検討したところであるが、このような現状もふま

え、激甚化する水災害をふまえた今後の対応方策についても検討を進

めていくことが望まれる。 
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（参考）大規模盛土造成地防災対策の主な経緯(平成 18 年以降) 

 

大規模盛土造成地対策に係る主な取り組み（平成 18 年以降） 

 

 

(１) 宅地造成等規制法関係 

○平成 18 年法令改正の概要 

・平成 18 年の宅地造成等規制法の改正により、造成宅地防災区域制

度を創設。本制度により、宅地造成工事規制区域外の区域において、

造成宅地防災区域を指定することにより、当該区域内の宅地所有者等

は災害防止措置を講ずる努力義務を負い、都道府県知事等は宅地所

有者等への勧告等を行うことが可能となった。 

・都市計画法の開発許可基準に崖崩れ等の災害防止基準を追加する

ことにより、開発許可を受けた場合は宅地造成工事許可を不要とした。 

・さらに、宅地造成等規制法施行令の改正等により宅地造成工事の技

術基準を追加した（盛土の際の締め固め方法を明示、地下水排除に

必要な排水施設の設置）。 
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○改正された宅地造成等規制法の運用 

・東日本大震災や熊本地震等の大地震で被災した大規模盛土造成地

の復旧事業の実施にあたり、造成宅地防災区域の指定がなされた。 

・開発許可を受けた場合に宅地造成工事許可を不要としたことにより、

宅地造成工事許可の許可件数は減少した。 

・改正された宅地造成工事の技術基準は、「東日本大震災の宅地滑動

崩落被害を踏まえた現行の宅地造成基準の検証結果」（平成 26 年 3

月公表）」で有効性を確認した。 

 

(２) 宅地耐震化推進事業関係 

○制度拡充の経緯等 

・平成 18 年に「変動予測調査」「大規模盛土造成地滑動崩落防止事

業」を開始。その後、東日本大震災や熊本地震等の大地震の発生の

都度、補助率の嵩上げや要件の拡充を実施。 

 

宅地耐震化推進事業（交付金）に係る経緯 
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○事業の活用実績 

・大規模盛土造成地滑動崩落防止事業は 259 地区で実施（平成 31 年

３月 31 日現在。小規模盛土除く。） 

うち 大地震等により被災した盛土造成地の復旧 257 地区（事業主体

17 市 14 町３村） 

うち 変動予測調査を踏まえた予防対策２地区（事業主体１市１町） 

 

大規模盛土造成地滑動崩落防止事業の実施状況 

 
 

（３） 大規模盛土造成地マップ（宅地の安全性の「見える化」） 

○ガイドラインの策定・改定（経緯） 

・造成宅地防災区域の指定等に必要となる大規模盛土造成地の変動

予測の調査手法を提示するため、平成 18 年９月に「大規模盛土造成

地変動予測調査ガイドライン」を公表。その後、東日本大震災を受け

て、平成 24 年４月に「宅地耐震化工法選定ガイドライン」を公表。さら

に、平成 27 年５月に２つのガイドラインを統合して「大規模盛土造成地

の滑動崩落対策推進ガイドライン」として公表。 
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○重要インフラの緊急点検、３か年緊急対策 

・平成 30 年 12 月の「重要インフラの緊急点検」において、地方公共団

体の大規模盛土造成地の安全性把握状況の点検を実施。点検結果

をふまえ、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成 30

年 12 月 14 日閣議決定）」において、大規模盛土造成地マップの公表

率 100％（令和元年度中）、造成年代調査の実施率 100％（令和２年

度中）を目標として位置付けている。 

 

大規模盛土造成地マップの公表率の推移 

 

 

 


